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平成２６年２月１２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 差押処分取消請求事件 

口頭弁論終結の日 平成２５年１２月１１日 

 

判       決 

原告           Ｘ 

被告           国 

処分行政庁        豊島税務署長 

 

主       文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

処分行政庁が原告に対し平成２３年１２月１５日付けでした別紙２物件目録

記載の各不動産（以下「本件各不動産」という。）の持分の差押処分（以下「本

件差押処分」という。）はこれを取り消す。 

第２ 事案の概要等 

本件は、豊島税務署長が、原告の滞納国税等を徴収するため、原告が相続に

より取得した本件各不動産の持分を差し押さえる本件差押処分をし、本件各不

動産について、本件差押処分を代位原因として原告に代わって所要の所有権に

関する登記の嘱託をした上で、本件差押処分に係る差押えの登記の嘱託をし、

これらの登記がされたことにつき、原告が、原告は本件各不動産につき持分を

有していないにもかかわらず、原告に無断で原告の名義に係る登記がされたな

どと主張して、本件差押処分の取消しを求める事案である。 
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１ 関係法令の定め 

別紙３「関係法令の定め」に記載したとおりである（なお、同別紙で定める

略称等は、以下においても用いることとする。）。 

２ 前提となる事実（証拠等の掲記のない事実は、当事者間に争いがないか、当

裁判所に顕著な事実である。以下「前提事実」という。） 

（１） 当事者等 

ア 原告の父であるＡ（以下「亡Ａ」という。）は、平成７年１２月４日

当時、本件各不動産を所有していた。 

イ 亡Ａは、平成７年１２月４日に死亡した。 

亡Ａの法定相続人は、亡Ａの長男である原告、次男である訴外Ｂ及び三

男である同Ｃ（以下、訴外Ｂ及び同Ｃを併せて「本件共同相続人ら」とい

う。）の３名であった（乙１の１・２）。 

なお、原告及び本件共同相続人らは、上記のように相続が開始した平成

７年１２月４日から平成８年３月４日までの間、亡Ａの最後の住所地を管

轄する裁判所である岐阜家庭裁判所高山支部に相続を放棄する旨又は限

定承認をする旨の申述をいずれもしていない（乙２）。 

ウ 原告及び本件共同相続人らは、前記イの相続が開始した平成７年１２

月４日以降、本件各不動産のうち、相続の開始の当時に登記記録上は亡

Ａが表題部所有者であった別紙物件目録記載５の建物（以下「本件保存

登記建物」という。）については所有権の保存の登記の申請を、上記の

当時に登記記録上は同人が所有権の登記名義人であった別紙物件目録記

載１ないし４の各土地及び同記載６の建物（以下、これらを総称して「本

件各移転登記不動産」という。）については相続を原因とする所有権の

移転の登記の申請を、いずれもしていなかった。 

（２） 原告に対する国税債権等の存在 

ア 練馬東税務署長は、原告が平成１２年１月１日から同年１２月３１日
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までの課税期間における中間申告・納付分の消費税及び地方消費税７３

万７２００円を納期限である同年８月３１日までに完納しないことから、

同年１０月２６日、原告に対して督促状を発した（乙３の１、弁論の全

趣旨）。 

イ 練馬東税務署長は、原告が平成１３年分の所得税６３万７９００円を

納期限である平成１４年１１月２７日までに完納しないことから、同年

１２月２５日、原告に対して督促状を発した（乙３の２、弁論の全趣旨）。 

ウ 練馬東税務署長は、原告が上記イの所得税に係る無申告加算税３万１

５００円を納期限である平成１５年１月２７日までに完納しないことか

ら、同年２月２５日、原告に対して督促状を発した（乙３の３、弁論の

全趣旨）。 

エ 原告の納税地の異動により、平成１７年２月１５日、原告の滞納国税

等に係る徴収の所轄庁は、豊島税務署長となった（乙３の１ないし３、

弁論の全趣旨）。 

オ 豊島税務署徴収職員は、平成１９年１１月８日、Ｄ信用金庫平和台支

店において、原告が同信用金庫に対して有する当座預金１９７円及び普

通預金５００円の合計６９７円に係る預金払戻請求権等を差し押さえ、

同年１２月２０日、その全額の取立てをした。そして、取り立てられた

金銭は、上記アの租税債権に充当され、その結果、同租税債権の金額は、

７３万６５０３円となった（乙４、５）。 

カ 豊島税務署長は、平成２３年１２月１５日当時、上記イ、ウ及びオの

各租税債権の合計３４３万７３０３円（通則法及び租税特別措置法所定

の延滞税を含む。以下「本件滞納国税等」という。）を有していた（乙

６）。 

（３） 本件訴えの提起に至る経緯 

ア 原告に対する滞納処分の経緯は、別紙４「徴収手続の経緯」に記載の
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とおりである。 

イ 原告は、平成２４年２月７日、豊島税務署長に対し、本件差押処分に

ついて、異議申立て（以下「本件異議申立て」という。）をした（乙９）。 

ウ 豊島税務署長は、平成２４年２月２２付けで、本件異議申立てを却下

する旨の決定（以下「本件異議決定」という。）をした（乙１０）。 

    エ 原告は、平成２４年３月１２日、国税不服審判所長に対し、本件異議

決定を経た後の本件差押処分になお不服があるとして、審査請求（以下

「本件審査請求」という。）をした（乙１１の１）。 

      国税不服審判所長は、同年１１月２８日付けで、本件審査請求を棄却

する旨の裁決をした（甲１の３）。 

オ 原告は、平成２５年６月３日、本件訴えを提起した（当裁判所に顕著

な事実）。 

３ 争点 

本件の争点は、本件差押処分の適法性であり、具体的には以下の（１）ない

し（３）のとおりである。 

（１） 原告の本件各不動産の持分の有無等 

 （２） 本件各代位登記及び本件各差押登記の適法性 

 （３） 本件各不動産の売却につき共有者の同意を得る必要があることを理由と

して本件差押処分の取消しを求めることの可否 

４ 争点に対する当事者の主張 

（原告の主張の要点（次に掲げるところのほか、別紙訴状の写しにおける「請

求の原因」欄に記載のとおり）） 

（１） 争点（１）（原告の本件各不動産の持分の有無等）について 

原告は、亡Ａから１５００万円、本件共同相続人らからそれぞれ１２０

０万円の合計３９００万円を借り入れていたから、亡Ａの相続によって原

告が取得する遺産はなかった。 
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また、本件各不動産には、先祖累代の位牌や仏壇が安置されているほか、

墓地も付帯しており、Ａ家一族郎党２２名は、血縁者一同の共有物である

との認識であった。 

したがって、原告が本件各不動産につき共有持分を有していないにもか

かわらず、当該共有持分を差押対象財産とした本件差押処分には違法があ

る。 

（２） 争点（２）（本件各代位登記及び本件各差押登記の適法性）について 

原告は、滞納した国税等の徴収が豊島税務署に引き継がれた後も、その

都度税務署に赴き、原告の営んでいた事業が倒産するに至った経緯を説明

した上、収入がないので納税したくてもできない旨を説明してきたところ、

豊島税務署長は、平成２３年１２月１５日付けで、原告の名義ではなかっ

た本件各不動産につき原告に無断で本件各代位登記及び本件各差押登記を

して本件差押処分をした。 

したがって、本件各代位登記及び本件各差押登記は違法である。 

（３） 争点（３）（本件各不動産の売却につき共有者の同意を得る必要がある

ことを理由として本件差押処分の取消しを求めることの可否）について 

Ａ家一族郎党２２名は、本件各不動産について血縁者一同の共有物であ

るとの認識であり、本件各不動産を処分するに当たっては、一族郎党の同

意を得る必要があった。 

したがって、豊島税務署長が一族郎党の同意を得ずにした本件差押処分

は違法である。 

（被告の主張の要点） 

（１） 争点（１）（原告の本件各不動産の持分の有無等）について 

ア 徴収法４７条１項１号における差押えの対象となる財産は、滞納者に

帰属するものでなければならないところ、本件差押処分の当時における

本件各不動産の登記名義は原告ではなかったが、本件差押処分より前の
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平成７年１２月４日には、既に亡Ａについて相続が開始しており、亡Ａ

の法定相続人は、原告及び本件共同相続人ら３名であり、原告及び本件

共同相続人らは適法な相続の放棄及び限定承認の各申述をしていない。

そうすると、原告及び本件共同相続人らは、亡Ａの相続開始時から、亡

Ａの相続財産であった本件各不動産について、法定相続分である３分の

１を共有持分としてそれぞれ取得したものと推定することができ（民法

８８７条１項、８９８条、８９９条並びに９００条１号及び４号）、こ

れに反する事情は認められない。 

      したがって、被告が、本件差押処分の当時において、本件各不動産に

つき原告が共有持分を有していると判定したことについて、違法はない。 

    イ 原告が亡Ａや本件共同相続人らに対して債務を負っているとしても、

このことは、原告が相続により取得した共有持分が原告に帰属すること

につき、何ら影響を与えるものではない。 

      なお、仮に遺産分割協議によって原告が本件各不動産につき共有持分

を取得していないことになったとしても、遺産分割により権利を取得し

た相続人は、その登記がなければ、本件各差押登記をした被告に対し、

法定相続分を超える権利の取得を対抗することができない（最高裁昭和

●●年（○○）第●●号同４６年１月２６日第三小法廷判決・民集２５

巻１号９０頁）。本件においては、本件差押処分の当時において、本件

各不動産につき、遺産分割協議によって原告の有する共有持分が譲渡さ

れた旨の登記はされていない（甲４ないし８及び乙８）から、仮に遺産

分割協議によって原告が本件各不動産につき共有持分を取得していない

ことになったとしても、被告が、本件差押処分の当時において、本件各

不動産につき原告が共有持分を有していると判定したことについて、や

はり違法はない。 

    ウ 原告が主張する位牌及び仏壇については、いずれも本件差押処分の対
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象ではなく、本件差押処分の効力が及んでいない。 

また、甲９には、本件各不動産のうち、別紙２物件目録記載１ないし４

の各土地内に、「旧墓地跡」との表題が付された写真に撮影された巨石及

びその敷地（甲９の写真⑫。以下「本件旧墓地跡」という。）が存在する

が、「新墓地」との表題が付された墓石及び墳墓（甲９の写真⑩及び同⑪。

以下、墓石及び墳墓を併せて「本件新墓地」という。）は本件各土地内に

は存在していないため、本件差押処分の対象ではなく、本件旧墓地跡につ

いても、本件新墓地の存在に照らすと、現に信教の用に供されているもの

とは認められないから、徴収法７５条１項７号の差押禁止財産には該当し

ない。 

（２） 争点（２）（本件各代位登記及び本件各差押登記の適法性）について 

ア 官公署が、ある被相続人名義の不動産をその相続人から買収し、所有

権を取得したことにより、その所有権移転の登記を嘱託した場合には、

買収による所有権移転の登記を嘱託する前提として、その不動産の所有

権の登記名義人を被相続人名義から被買収者（相続人）名義にする相続

による所有権移転の登記をしておかなければならない（不動産登記法２

５条７号参照）。そして、このような代位登記の嘱託手続は、官公署が

被買収者に代わってすることも民法４２３条（債権者代位権）に基づき

可能と解されている（細田進ほか・新版［補訂］嘱託登記の実務２０４

頁及び２０５頁）。この点につき、不動産の表示の登記はされているが、

所有権の保存登記がされていない場合に、官公署が滞納処分による差押

えの登記を嘱託するときは、その前提として当該不動産の所有権の保存

登記がされていることを要するが、その所有者（表題部に記載されてい

る所有者）が所有権の保存登記を申請しない場合には、官公署は債権者

代位によりその所有権の保存登記を嘱託することができると解される

（前掲嘱託登記の実務２０６頁）。そして、通則法４２条は、民法４２



 

 8 

３条（債権者代位権）の規定を国税の徴収に関して準用する旨を規定し

ている。 

イ これを本件についてみると、本件差押処分の当時、本件各移転登記不

動産の登記名義が亡Ａであったため、豊島税務署長は、通則法４２条及

び民法４２３条に基づき、原告に代位して、法定相続分による所有権移

転登記の嘱託を行い、これが適法に受理されたものである。同様に、本

件保存登記建物についても、豊島税務署長は、本件差押処分に基づき行

う差押登記を岐阜地方法務局高山支局に対して嘱託する必要があった

（徴収法６８条３項）ところ、本件差押処分の当時、不動産の表示の登

記はされており、表題部の所有者欄には亡Ａ名義の登記はされていたも

のの、所有権の保存登記がされていなかったため、豊島税務署長は、通

則法４２条及び民法４２３条に基づき、原告に代位して、法定相続分に

よる所有権保存登記の嘱託を行い、これが適法に受理されたものである。 

ウ したがって、本件各代位登記及び本件各差押登記は、通則法４２条及

び民法４２３条１項に基づき適法に行われたものであり、本件差押処分

が適法であることに何ら影響を与えるものではない。 

 （３） 争点（３）（本件各不動産の売却につき共有者の同意を得る必要がある

ことを理由として本件差押処分の取消しを求めることの可否）について 

ア 相続財産の共同所有の法的性質については、これを共同相続人のいわ

ゆる合有に属するとして、相続人たちは各個の相続財産の上に持分権を

有さない、あるいは潜在的な持分を持つが当該持分は合有としての制約

を受けていると解するとする説もあるが、民法制定の当初から、多数説

はこれを民法２４９条以下に規定する共有とする考え方に立っており、

共同相続人は、相続財産に属する個々の財産につき持分を有し、これを

自由に処分することができると解している。そして、判例（最高裁昭和

●●年（○○）第●●号同３０年５月３１日第三小法廷判決・民集９巻
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６号７９３頁）も、「相続財産の共有（民法８９８条、旧法１００２条）

は、民法改正の前後を通じ、民法２４９条以下に規定する『共有』とそ

の性質を異にするものではないと解すべきである。」と判示しており、

いわゆる共有説を採るものと解されている。よって、相続財産の共同所

有の法的性質については共有説に立つのが相当である。 

そして、共有説の立場からは、共同相続人が、遺産分割前に個々の財産

権について相続分に応じた権利（持分）を取得し、これを単独で処分する

ことができるかどうかについては、これを肯定することとなる（我妻榮ほ

か・民法３親族法・相続法２７６、２７７及び２７９頁）。 

イ 本件においても、本件各不動産につき原告が有する共有持分について

は、他の共有者の同意を得ることなく、自由に売却等の処分をすること

ができると解される。 

ウ したがって、本件各不動産を売却等するためには他の共有者の同意を

得る必要があるにもかかわらず原告の共有持分を差し押さえた本件差押

処分には違法があるという原告の主張は、その前提を欠き、理由がない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（原告の本件各不動産の持分の有無等）について 

（１） 本件において、①亡Ａは平成７年１２月４日当時に本件各不動産を所有

しており、②亡Ａは同日に死亡し、その法定相続人は原告及び本件共同相

続人らであったところ、③原告及び法定相続人らは所定の期間内に相続の

放棄又は限定承認に係る申述をしておらず（前提事実（１）イ、弁論の全

趣旨）、原告及び本件共同相続人らの間で本件各不動産を含む亡Ａの相続

財産に係る遺産の分割の協議が調ったことをうかがわせる証拠も存しない

ことを併せ鑑みると、本件差押処分の当時、亡Ａの相続財産である本件各

不動産は亡Ａの共同相続人である原告及び本件共同相続人らの法定相続分

に応じた持分による「共有」に属していたと認められる（民法８９８条、
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８９９条参照）。そして、同法８９８条にいう「共有」は、同法２４９条

以下に規定する「共有」とその性質を異にするものではないから（前掲最

高裁昭和３０年５月３１日第三小法廷判決参照）、本件各不動産の原告の

持分を差し押さえた本件差押処分は何ら違法なものとはいえない。 

（２） 相続財産中の不動産につき遺産の分割により法定相続分に応じた持分と

異なる割合の持分を取得した相続人は、その旨の登記を経なければ、遺産

の分割後に当該不動産の権利を取得した第三者に対し、自己の権利の取得

を対抗することができないところ（前掲最高裁昭和４６年１月２６日第三

小法廷判決参照）、本件差押処分の当時、本件各不動産にはかかる登記は

されていなかったから、仮に原告及び本件共同相続人らの間でそれまでに

本件各不動産を含む亡Ａの相続財産に係る遺産の分割の協議が調っていた

としても、何ら上記判断に影響を及ぼすものではない。 

（３） 原告は、亡Ａ及び本件共同相続人らから金銭を借り入れていたから亡Ａ

の相続財産である本件各不動産の持分を有さないかのような主張をするが、

そのような金銭の貸借に係る事情は、仮にそれらがあったとしても当然に

は共同相続人間の法定相続分を左右するものではなく、本件においてこれ

と異なる認定判断をすべき証拠ないし事情は見当たらないから、上記の判

断に影響を及ぼすものではない。 

（４） 原告は、本件各不動産には、位牌や仏壇が安置されている旨を主張し、

証拠（甲９）によれば、これに沿う事実が認められるほか、本件各不動産

内に存する建物に過去帳が存する事実が認められるが、上記の位牌、仏壇

及び過去帳は、いずれも本件各不動産とは独立した動産であるから、本件

差押処分の効力は及ばない。 

また、原告は、本件各不動産には墓地も付帯している旨を主張し、証拠

（甲９、乙１４）及び弁論の全趣旨によれば、本件各不動産内にはかつて

墓地として使用されていた本件旧墓地跡が存在する事実が認められるが、
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本件旧墓地跡に係る墓地は、原告の祖父の代に本件各不動産外の寺院にあ

る本件新墓地に移転されたものであり（弁論の全趣旨）、仮に、かつては

本件旧墓地跡に遺骨が埋葬されていたとしても、本件新墓地への移転がさ

れた際に遺骨も併せて移動されたと推認されるから、本件旧墓地跡は徴収

法７５条１項７号にいう「仏像、位牌その他礼拝又は祭祀に直接供するた

め欠くことができない物」に該当せず、本件各不動産内に本件旧墓地跡が

存在することは、本件差押処分の適法性を左右するものではない。 

２ 争点（２）（本件各代位登記及び本件各差押登記の適法性）について 

本件において、①本件差押処分の当時、本件各移転登記不動産の登記記録上

の所有権の登記名義人はいずれも亡Ａであり、登記記録上所有権の登記がなか

った本件保存登記建物の表題部所有者も亡Ａであったところ（前提事実（１）

ウ）、②豊島税務署長は、本件差押処分をした後に、岐阜地方法務局高山支局

に対し、本件差押処分を代位原因として、原告に代わって、本件各移転登記不

動産について平成７年１２月４日相続を原因とし、共有者を原告らとする所有

権の移転の登記の嘱託をするとともに、本件保存登記建物について共有者を原

告らとする所有権の保存の登記の嘱託をした（前提事実（３）ア、別紙４）も

のである。 

ところで、通則法４２条は、民法４２３条（債権者代位権）の規定は国税の

徴収に関して準用する旨を規定するから、不動産の所有者が登記記録上の所有

権の登記名義人又は表題部所有者と一致せず、当該所有者においてかかる不一

致を解消するために所要の登記の申請等に及ばない場合には、税務署長は、当

該不動産について滞納処分としてされた差押えに係る差押えの登記の嘱託（徴

収法６８条３項）をする前提として、上記の不一致を解消するため、通則法４

２条の規定により、当該差押えの処分を代位原因として当該所有者に代わって

所要の登記の嘱託をすることができるものと解される（不動産登記法５９条７

号参照）。 
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本件において豊島税務署長が本件各不動産についてした既に述べた所有権に

関する登記の嘱託は、上記のような関係法令の規定に基づくものであって（な

お、相続による権利の移転の登記は、登記権利者である相続人が単独で申請す

ることが可能であり（不動産登記法６３条２項）、所有権の保存の登記は、表

題部所有者の相続人が単独で申請することが可能である（同法７４条１項１号

参照）。）、本件各代位登記については、何ら違法性は認められず、これを前

提としてされた本件各差押登記についても、何ら違法性は認められない。 

 ３ 争点（３）（本件各不動産の売却につき共有者の同意を得る必要があること

を理由として本件各差押処分の取消しを求めることの可否）について 

   上記１において判示したとおり、共同相続人における相続財産の共有は、民

法２４９条以下に規定する「共有」とその性質を異にするものではないから、

各相続人は遺産の分割の協議の調う前にその有する持分を単独で処分すること

が可能であり、このことに照らすと、当該持分を滞納処分として差し押さえる

に当たり、他の共有者の同意を得る必要がないことは明らかというべきである

から、これと前提を異にする原告の主張は理由がない。 

 ４ 結論 

   以上の次第であって、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし、

訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主

文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官     八木 一洋 

裁判官     石村 智 

裁判官     品川 英基 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

 

 

以  上 
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（別紙２） 

物 件 目 録 

１ 所  在   高山市 

地  番    

地  目   宅地 

地  積   ２３２．７６平方メートル 

２ 所  在   高山市 

地  番    

地  目   田 

地  積   ３２０平方メートル 

３ 所  在   高山市 

地  番    

地  目   宅地 

地  積   ９２．１３平方メートル 

４ 所  在   高山市 

地  番    

地  目   宅地 

地  積   ３７３．７８平方メートル 

５ 所  在   高山市 

家屋番号    

種  類   居宅 

構  造   木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建 

床 面 積   １階  ５２．９９平方メートル 

２階  ４６．３７平方メートル 

６（主たる建物の表示） 

所  在   高山市 
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家屋番号    

種  類   居宅 

構  造   木造瓦葺平家建 

床 面 積   １４４．７７平方メートル 

 （附属建物の表示） 

  符  号   １ 

種  類   倉庫 

構  造   木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建 

床 面 積   １階  ２９．９２平方メートル 

２階  ２４．９７平方メートル 

符  号   ３ 

種  類   物置 

構  造   木造板葺平家建 

床 面 積   ３．３３平方メートル 

以  上 

 



 

 16 

（別紙３） 

関係法令の定め 

１ 国税徴収法（以下「徴収法」という。） 

（１） ４７条関係 

徴収法４７条１項１号は、徴収職員は、滞納者が督促を受け、その督促

に係る国税をその督促状を発した日から起算して１０日を経過した日まで

に完納しないときは、滞納者の国税につきその財産を差し押さえなければ

ならない旨を規定している。 

（２） ６８条関係 

徴収法６８条１項は、不動産の差押えは、滞納者に対する差押書の送達

により行い、同条３項は、税務署長は、不動産を差し押さえたときは、そ

の差押えの登記を関係機関に嘱託しなければならない旨を規定している。 

２ 国税通則法（以下「通則法」という。） 

通則法４２条は、民法４２３条（債権者代位権）の規定は国税の徴収に関して

準用する旨を規定している。 

３ 不動産登記法 

不動産登記法５９条７号は、権利に関する登記の登記事項として、「民法第４

２３条その他の法令の規定により他人に代わって登記を申請した者（以下「代位

者」という。）があるときは、当該代位者の氏名又は名称及び住所並びに代位原

因」と規定している。 

以  上  
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（別紙４） 

徴収手続の経緯 

１ 本件差押処分について 

豊島税務署長は、平成２３年１２月１５日、本件滞納国税等を徴収するため、

原告に対し、本件差押処分に係る差押書を送達した（甲２、乙７）。 

２ 本件差押処分後の滞納処分の手続について 

 豊島税務署長は、いずれも本件差押処分を代位原因として、原告に代わって、

本件各移転登記不動産については岐阜地方法務局高山支局平成２４年１月４日受

付第  号（別紙物件目録記載１につき乙８、同目録記載２につき甲８、同目録

記載３につき甲７、同目録記載４につき甲６、同目録記載６につき甲４）をもっ

て平成７年１２月４日相続を原因とし、共有者を原告及び本件共同相続人らとす

る所有権の移転の登記の嘱託を、本件保存登記建物（別紙物件目録記載５）につ

いては同支局同日受付第  号をもって共有者を原告及び本件共同相続人らとす

る所有権の保存の登記（甲５）の嘱託を、それぞれした上で（これらの嘱託に係

る登記を、以下「本件各代位登記」という。）、本件各不動産につき、同支局同

日受付第  号をもって本件差押処分に係る差押えの登記の嘱託をした（この嘱

託に係る登記を、以下「本件各差押登記」という。甲４ないし８、乙８）。 

以  上  


